（様式３）


特定事業所集中減算に係る再計算書

正当な理由の補足説明資料として当該様式が必要な場合に提出すること。
【訪問介護】

· 正当な理由５、６、７に該当する者がいる場合。

	判定期間
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	合計
	算定結果

（％）

	イ
	
	
	
	
	
	
	     (A)
	

	ロ
	
	
	
	
	
	
	
	(B)
	(D)

	ハ
	
	
	
	
	
	
	
	(C)
	


　※ イ：訪問介護を位置付けた居宅サービス計画数                                 　　　　        80％を超えていないこと
ロ：訪問介護の紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数
ハ：ロのうち正当な理由に該当する居宅サービス計画数
    D：[（B）-(C)]÷［（A）-(C)］ ×100
【通所介護・地域密着型通所介護】

· 正当な理由５、６、７に該当する者がいる場合。

	判定期間
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	合計
	算定結果

（％）

	イ
	
	
	
	
	
	
	　　 　（A）
	

	ロ
	
	
	
	
	
	
	
	(B)
	(D)

	ハ
	
	
	
	
	
	
	
	(C)
	


　※イ：通所介護・地域密着型通所介護を位置付けた居宅サービス計画数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80％を超えていないこと
ロ：通所介護・地域密着型通所介護の紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数
　  ハ：ロのうち正当な理由に該当する居宅サービス計画数
D：[（B）-(C)]÷［（A）-(C)］ ×100
【福祉用具貸与】

· 正当な理由５、６、７に該当する者がいる場合。

	判定期間
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	合計
	算定結果

（％）

	イ
	
	
	
	
	
	
	　　　 （A）
	

	ロ
	
	
	
	
	
	
	
	(B)
	(D)

	ハ
	
	
	
	
	
	
	
	(C)
	


　※イ：福祉用具貸与を位置付けた居宅サービス計画数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80％を超えていないこと
ロ：福祉用具貸与の紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数

　  ハ：ロのうち正当な理由に該当する居宅サービス計画数
　　D：[（B）-(C)]÷［（A）-(C)］ ×100
